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1.ま え が き
中国 ・遼寧大学 が,わ た くしに,1993年9月25
～28日 の4日 間,「1993中 国東北 と日本国際 シン
ポジウム」 を開 くので基調報告を して ほ しいとい
う要請を してきたのは,93年4月 末 日であ りま し
た。 とて も対応で きませんのでお断 りを してお き
ま した。 ところがその後同大学の 日本研究所副所
長 の馬興国教授か ら重ねて招待の要請を受 けま し
た。
だが,納 得で きませんで したので,少 し時間が
ほ しいと申 し上 げま した。
その後,馬 教授 は,「この課題 につ いての世界経
済 研究 者 と して の感想 を述 べて くれ ないか」 と
いって きま した。「その うえで,地 元神奈川県 と遼
寧省 との友好提携 につ いて学問的に報告 して くれ
ないか,そ して この ことを この夏休 みに考 えてい
ただければよいのですが」 といって きま した。 こ
の夏休みには,マ ース トリヒ ト条約 のEC市 民 の
受 け止め方 についての資料を読んで,再 びロ ンド
ンとパ リに行 く準備があ りま したので 「とて も無
理です」 とお断 りしておきま した。その後,馬 教
授 は,シ ンポジウムの課題全体 について横浜に来
て,意 見 をききたいとい うのです。
わた くしは,『新EC論 』以後のECの 経済 関係
の文献整理 に追 われていま したので,中 国行 は,
やはり気乗 りしませんで した。
ところが,8月 上旬,馬 教授 は,突 然横浜 に来 ら
れ,「 是非 お会 い したい」 とい うのです。
桜木町 のブ リーズベイ ・ホテルの ロビーで2時
間程話 して いる間 に,彼 は 「大学および遼寧省 あ
げて招待 しますので,是 非来てほ しい」 というの
です。 この熱意 には負 けま した。
このよ うな経過 の中で,「 シンポジウム」の招待
を うけることにな らざ るをえ ませんで した。 その
後,こ の課題 に関す る数多 くの文献を読み,世 界
経済の中で,改 めて地域統合の意義を考え させ ら
れま した。同時に,わ た くし自身,馬 さんが 「先
生 の 『世界経 済 の中で の グローバ リズ ムと リー
ジョナ リズム』 の論文 を読み,そ の延長線上 に,
あの課題 を位置 づ けて頂 けれ ばよ いのです」 と
い ったのが気 にな りま して,だ んだん と誘惑 され
ていきま した。
またわた くしも,こ の課題につ いて過去 に発表
しま したので若 干 の社 会的責任 を感 じて いま し
た。これ まで中国につ いて書 いた研究 ノー ト,「日
中友好烈烈」(r商経論叢』第24巻 第4号,1988年10
月),「 中国 ・大連市 ・上海市の社会経済発展にっ
いて1991・ 大連 ・上海学術紀行 」(r商 経
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論叢』第27巻 第1号,1992年1月)の 延長線上 に,
この課題を果た さなけれ ばな らない〔1}とい う責任
を感 じるようになりま した。
それだけではありません。わた くしがお手伝 い
を しました 『新神奈川計画』(神 奈川県S1978～90
年度)お よび 『第2次 新神奈川計画』(1991～95年
度)に おける民際外交 の方針 の具体化 の一環 と し
ての遼寧省 と神奈川県 との友好提携 について もま
とめざ るをえな くなりま した。
馬教授 のわた くしの こうした点に関す る研究成
果 について の洞察力には驚 きま した。 と もあれ,
以上 のい きさっを踏 まえて こ こで 『シ ンポ ジウ
ム』の総会,分 科会 におけるわた くしの報告 を整
理 して,研 究 ノー トとして発表す ることに しま し
た。
まず わ た く しの テーマの構想 を示 して お きま
す。
従来の世界経済論 における地域経済圏 は,世 界
市場 国家 が地域 を誘導 し,従 属す るシステムと
して把握 されて きま した。1970年 代の グローバ リ
ズムの進行 は,米 国,EC,日 本 の多国籍企業 を中
心 とす る三極市場 を軸に して先進地域圏を形成 し
て きま した。ところが1980年 代 は,世 界市場 にお
ける商品,資 本,労 働力,サ ービスの 自由化 がグ
ローバ ルに展開 され,米 国,EC,日 本,そ して新
地域経済圏 としてのアジアNIES(以 下,NIES)が
参画 し,四 極市 場 を軸 に発 展 しま した。 さ らに
1980年 代後半か らASEAN,中 国 の地域市場を加
えた5極 市場圏を軸 に して発展 して いると思いま
す。 もちろん,米 国,EC,日 本 の三極構造 は,相
互 に経済 摩擦 を表 面化 しっつ発展 しっつ あ りま
す。米国 は,カ ナダ,メ キ シコとの自由貿易市場
圏を形成 し,ECは,さ らにEFTA,東 欧 北欧を
含めた拡大 欧州市場圏の形成 を志 向 し,日 本 は,
米国,中 国を含めたアジア経済市場圏の形成の協
議 に参加 しています。 と くにアジアにおいて,ア
ジア太平洋経済協力会議(APEC)に おける 「アジ
ア太平洋経済共同体」の構想 は,96年 に域内 自由
貿易 目標 と自由化計画 を設定 し,域 内で独 自の自
由化を目指 して います。 さらに域 内独 自の措置は
競争政策,紛 争処理 環境,輸 出信用,金 融サー
ビス,外 国投資,政 府調達,知 的所有権,国 家貿
易,関 税引 き下 げなどの項 目を候補 としてあげて
います。 もちろん,一 部 の国々はこの 「自由化」
に時期尚早 と反対 しています。
1980年 代後半か ら90年 代前半 にか けて,NIES
(韓国,台 湾,香 港,シ ンガポールの新興工業経済地
域)の 台頭は,ASEAN(タ イ,マ レー一シァ,フ ィリ
ピン,イ ンドネシァの東南アジア諸国連合)の 成長を
助 けているだけでな く,中 国の改革 ・開放政策を
刺激 し,90年 代 に入 って中国の開放地域 の経済成
長を促進 し,華 南経済圏,東 北ア ジア経済圏など
極地市場圏の形成を もた らしっっあります。 とく
に香港,広 東省,福 建省,台 湾地域を中心 とする
華南経済圏 は,NIESの 中で,そ の極地市場圏 と
して注 目されています。 この極地市場圏 における
商品,資 本,労 働力,サ ービスの 「自由移動」 の
原則 は,従 来の他の極地市場圏の羨望の的 とな っ
ています。 と くに,従 来,資 源 ・労働力 などの潜
在力を もちなが ら低成長 におかれて いた東北 ア ジ
ア地域の市場のあ り方 を刺激 しています。
こうして中国の改革 ・開放政策 は,日 本資本 の
NIES,中 国市場 への市場進 出を促進 しただけで
な く,NIESの 企業 の中国への進 出を可能 に しま
した。同時 に中国の成長を もた らしま した。90年
代 になって表面化 した世界不況の中で,中 国の急
成長 は,内 外の極地市場圏 に対 して強 いイ ンパ ク
トを与えただけでな く,と くに国内の経済変動を
激化 させています。 この ことは,具 体的には,中
国企業の 日本やア ジアNIESへ の市場獲得の拠点
作 りとな って います。 この日本で も,東 京,大 阪
に中国の各省 ・市政府 ・開発区が企業進出のたあ
の連絡事務所を設立 しています。1993年3月 末現
在,4400社,出 資額 は51億 ドル と,過 去10年 間
に,そ れぞれ100倍,65倍 と激増 しています。97
年中国 に返還 され る香港地域 に対 して,開 放区域
の中国企業 の進出 も活発 にな り,不 動産投資を含
む直接投資 は,従 来の米国企業,日 本企業の直接
投資額を抜 き,200億 ドルに達 してい ます。
こうした事例をみま して,中 国の改革 ・開放政
策 は東北 アジアの経済地域 に対 して も,資 本循環
効果 を もた らそうとしています。 と くに東北 アジ
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ア経済活性化 の軸 は遼寧省の大連,撫 順,藩 陽の
各地域 にあると考え られます。
わた くしが,今 回のrシ ンポジウム』で滞在 し
た藩陽市 は,建 設 ラ ッシュに燃えていま した。
早朝6時 過 ぎには,労 働者 ・市民 が工場 に向 っ
て 自転車の ラッシュで した。5年 前 には見 られな
い風景 でありま した。それは10年 前の上海,広 州
にお ける建設 ラッシュに共通 して いま した。
ところで問題 を進めよ う。
以上 みて きま したよ うに,東 アジア経済発展の
広域市場圏の構造変動 を把握 し,そ して東北 アジ
ア地域経済圏の特質を考えてみたいと思 います。
そのためには,NIES,ASEANの 経済発展 の要因
を考察す ることか ら始 めた いと思 います。
2.ア ジアNIES,ASEANの 経 済発展 の
構造 と地域統合 を考 える
アジアNIES(以 下NIES)は,1980年 代 に,米
国,EC,日 本の トライア ングルに対 して,独 自の
極地市場圏を形成 しました。80年 代 の前半の経済
成長率 は6.8%で あ り,後 半 は9%へ と上 昇 しま
した。ASEANも,80年 代前半4.5%,後 半7%で
あり,NIESに 並行 して成長率を維持 しています。
ここに成長率 の不均等発 展 をみ るこ とがで きま
す。 もちろん こうした成長率の高 さは,先 進国の
同年代 の時期の成長率平均2.5%と 比較 して も,
かな り高い といわなければなりません。 また,ち
な み に80年 か ら91年 ま で の 世 界,NIES,
ASEANの 実質GNP成 長 率をみて もわか るよ う
に,NIESの 成長率の上昇ぶ りに対 して世界 の成
長率 は一貫 して低下 しています(第1図)。 ここに
ちなみ に付言 します と,NIES,ASEAN,そ れに
中国 を加 えた9つ の国 ・地域の国内総生産 の合計
は,91年 に,世 界 のGNPの5.5%を 占めま した。
NIES,ASEANの 実質成長率の合計 と日本,主
要7か 国(G7)の 実質成長率の動 きをみま して も
NIES,ASEANの 成長率 は高 く,日 本,主 要7か
国は低下 しています(第2図)。 この点 で,NIES
は,世 界,ASEANの 吸引力の役割を果 た してい
るといってよいで しよう。NIES,ASEAN,中 国
が世界経済 の 「希望の星」 ともいわれています。
こうした成長 を支えたものは,日 本,米 国 など先
進国企業 の直接投資 による低賃金労働力の利用 と
外国資本を地域産業,輸 出産業のバ ネに したこと
にあるとい ってよいで しょう。総体的 にみま して
も,NIESやASEANに おける貿易,投 資,金 融,
労働力の 自由移動は,低 賃金 に基づ く地域 の輸出
主導 を もた らしま した。
周 知 の よ う に,自 由 化 の 進 行 は,NIES,
ASEANと の貿易相手国 との間 に安 い労働力 と投
















































(出 所)IMF,ア ジ ア経 済 研 究 所,
「朝 日新 聞 」1993年11月4日 。
資環境 の変 化 な どの比較優位 構造 を もた らし,
NIES,ASEANに おけ る労 働集約型産業構 造の
優位性が成長を促進 させ る結果 になったのであ り
ます。NIESに おける高成長 は,当 然,相 対的賃金
の上昇を もた らし,国 内にお ける低付加価値製品
か ら高付加価値製品の生産へ と移行 し,ハ イテク
製品等の資本集約型産業 の比較優位 を,先 進国 と
比較 して相対的に低賃金労働の もとで,も た らし
つつあります。NIES,ASEANの 域 内貿易の増大
はNIESのASEANへ の投 資増 大 と連動 して い
ます。貿易 の増大傾向をみてみま しょう。1985年
NIESか ら対NIESへ の輸 出 の占有 率 は8.5%,
輸入のそれ は8.2%で あったのが,91年 にはそれ
ぞ れ13.7%,10.7%と 増 大 して お ります(第1
表)。 またNIESか らASEANへ の輸 出の 占有率
は85年 に7.6%,輸 入 占有率 は9.6%で あ り,91
年 には,そ れぞ れ9.2%,8.5%と 増 加 して いま
す。さらにASEANか らNIESへ の輸出占有率 は
1985年 は20.0%,輸 入 占有率16.5%,91年 には,
それぞれ,23.2%,212%と 増加 しています(経 済
企画庁,「1992年 海外経済データ」,同 『平成4年 経済
白書』354ペ ージ)。
こうしたNIES,ASEANの 貿易拡大 の要因 は,
60年 代 にNIESが,70年 代のASEAN,日 本,米
国などの企業進 出をバ ックに,低 賃金 と安 い原材
料 を利用 した輸入代替型産業であ りま したが,産
業 の比較優位性 を利用 しっつ,輸 出代替型産業へ




「アジアNIESが 高成長 を もた ら した要因 を整
理 してみ るとこうであ る。 アジアNIESは 端的に
い って外国資本依存の 「開発独裁』 によって国内





対NIES 対ASEAN 対日本 対米国 対欧州 合 計
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸 出 輸 入
NIES
1985年 8.9 8.2 7.6 s.s toa 22.8 34.8 16.8 g.a 8.5 ioo.o 100.0
91年 13.7 14.7 9.2 8.5 10.5 22.7 24.5 16.4 11.1 8.9 100.0 100.0
ASEAN
1985年 20.0 is.5 4.5 5.9 31.1 23.3 19.7 15.9 6.4 11.5 100.0 iao.o
91年 23.2 21.2 4.0 3.8 22.9 26.0 18.3 13.7 10.6 11.5 ioo.o iao.o
(備 考)欧 州 は イ ギ リ ス,ド イ ツ,フ ラ ンス,イ タ リア の4か 国 。




1985 ・.・ 1987 r・ ・ 1989 1990 1991
NIES
韓 国 532 355 LO60 1,282 1,090 803 1,396
台 湾 7a2 770 1,419 1,183 2,418 2,302 1,778
香 港 132 205 245 359 343 303
シ ン ガ ポ ー ノレ 404 547 688 824 833 1,223 1,425
ASEAN
タ イ 542 579 1,949 6,429 7,995 14,128 6,148
(うちNIES) {191) (91) (501) (1,684) (2,011) (8,794) {2,021)
イ ン ドネ シ ア 819 826 1,457 4,408 4,719 8,750 8,778
(う ちNIES) (53) (133) (172) (1,589) (1,197) (2,599) (1,981)
マ レー シ ア 131 203 298 7fi8 3,194 6,518 5,802
(う ちNIES) (37) (4$) (113) (271) (1,335) (3,054) (2,415)
フ ィ リ ピ ン 132 78 167 451 $04 9B1 783
(うちNIES) (6) Cs) (38) (139) (323) (384) (6s)
(備 考)1.香 港,マ レー シ ア の受 入 額 は製 造 業 。
2.ア セ ア ンの(う ちNIES)はNIES4か 国 か らの 受 入 額 。
(出 所)前 掲 書,355ペ ー ジ。
よる積極的な開発政策 にあ ったのではないか。そ
の背景 には,外 国資本 による低賃金労働力 の利用
と外資を吸収す ることによ って 自力更生をあざ し
た秀れ た内発的労働意欲 と経営力 にあった と考え
ることがで きる。成長 の底辺 には,そ れぞれの地
域 の生活を守 る民衆 のエネルギーがあった。成長
の条件 は 『開発独裁』下における広範な中小企業
と労働者,市 民の遅 しい生活向上 のエネルギーに
よるものである」 と(同 書,新 評論,1992年)。
ところで,NIES,ASEANの 成長 の要因を整理
します と,そ れ は外国 の資本 を自らの開発力 に結
びつけて可能 に した点 にあ ると考 えます。次 に直
接投資 の動 きをみてみます。
両地域における直接投 資の動 きをみます と}日
本,米 国 を中心 とす る先進国の直接投 資は,80年
代 に入 って一貫 してNIESに 傾斜 して いました。
と くに87年 に入 りま して両地域 への直接 投資 は
急速 に増加 しま した。 こう した傾 向を,第2表 の
NIES,ASEANの 直接 投資受入額 の推移 でみ る
とよくわか ります。例えば,1987年 にNIESの そ
れをみます と,韓 国が10億6,000万 ドル,台 湾が
14億1,900万 ドル,香 港が2億4,500万 ドル,シ
ンガ ポー ルが6億8,800万 ドル を受 け入 れ て い ま
す。91年 に は香 港 を除 いて,韓 国,台 湾,シ ンガ
ポール が,そ れ ぞれ約14億 ドル,18億 ドル,14
億 ドル と急 増 して い ます 。他 方ASEANの 直接 投
資 受 入 額 を み ます と,87年 に,タ イ は前年 度 の5億
7,900万 ドル か ら3倍 以 上 の19億4,900万 ドル
を受 け入 れ,そ の うちNIESか らの受 入 額 が5億
100万 ドル と,全 受 入 額 の約4分 の1で あ ります。
イ ン ドネ シア は,前 年 度 の8億2,600万 ドル か ら
87年 に14億5,700万 ドル と増 加 し,う ちHIES
か らは1億7,200万 ドル を受 け入 れ,マ レー シア
は前 年度2億300万 ドルか ら2億 ・:11万 ドルへ
増 加 し,う ちNIESか ら1億1,300万 ドルを受 け
入 れ ま した。 一方,フ ィ リ ピンは前 年 度 の7,800
万 ドル か ら1億6,700万 ドル へ と2倍 以 上 の受 入
額 を示 し,う ちNIESか ら800万 ドル を受 け入 れ
て い ます。1991年 に,タ イが61億5,000万 ドル,
う ちNIESか ら20億 ドル,イ ン ドネ シ ア87億
7,800万 ドル,う ちNIESか ら,約20億 ドルを受
け入 れ,マ レー シアが58億 ドル,う ちNIESか ら
24億1,500万 ドルを受 け入 れ,フ ィ リ ピンは未 だ
少 額 で す が7億8,300万 ドル,う ちNIESか ら
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6,800万 ドルを受 け入 れています。
こうしてみます と,ASEANは,NIESか ら毎
年直接投資 の受入額 を増額 させています。NIES
か らASEANへ の投 資 の増大 は注 目す る必要 が
あ ります。極地市場圏間の貿易,資 本移動が活発
化 していることで あります。 この点 は,中 国 の改
革 ・開放地域 の主軸 であ ります華南経済 圏へ の資
本移動 の活発化 と同時並行 的に展開されていると
ころにその特徴 をみ ることができます。
なお,NIES,ASEANの 直接投資の産業別内訳
をみ ます と,NIESは,共 通 に 日本 や米国その他
の先進国のそれぞれの資本の下請 または,合 弁企
業形態の方式を採用 し,電 気,電 子械械および同
部品 の生産 に傾斜 しています。ASEANで は,と
くにイ ンドネシア とマ レーシアで は,化 学製品や
基礎金属製品の比重が高 くなって います。
『世界経済白書』(経済企画庁,平 成4年(1993年)
版)に よ ります と,こ うい って います。
「NIESで は経済発展 に伴 い,こ れ までの低賃金
に依存 した労働集約型の軽工業製品の輸 出か ら,
資本 ・技術集約型 の重工業製品及 びハイテク製品
の輸 出へ と変化 させている。 そ して,従 来の軽工
業製 品の生産 はアセ ア ンへ直接 投資 の形 で の移
転,こ れ ら地域への資本財 の供給 と同地域か らの
製品の輸入 とい う形 での相互依存関係が進んでい
る。 このような要素価格の変化に対す る経済の適
応力の高 さが,こ の地域の ダイナ ミックな経済発
展を生 みだ しているといえよ う。 また,ア セア ン
側 において も,労 働集約的な産業 の優位性 を活か
す とともに,海 外か らの直接投資を積極 的に受 け
入れっっ,生 産や輸出構造を柔軟 に変化 させてい
る」 と。
ここに先進国,中 進国,途 上国の間 の資本,企
業,労 働力 における生産力向上 の循環的分業関係
をみることがで きます。
日本の資本が,円 高 ドル安 に直面す るや,低 賃
金労働力 と資源,関 連生産地域企業 との提携 をめ
ざ して,こ の分業関係を活か して,ASEAN地 域
に進 出 しているの も,こ うした関係が成立 して い
るか らだ と思 います。
市場拡大 を通 して,企 業 は生産拠点 を作 り,現
地での分業関係 を展開 し,現 地製品を消費需要地
域に販売 し,同 時 に本国への製品輸 出を展開 して
います。 日米経済摩擦を基軸 としなが ら,日 本企
業 は,ASEANで の生産拠点を求め,定 着させ よ
うとして います。
この点 は華南経済圏,東 北ア ジア経済圏への生
産拠点作 りとも関係 して くると思 います。東北 ア
ジア経済地域 は,も ちろん,後 発的発展地域 とし
て 位 置 づ け られ て い ま す。 問 題 は,NIES,
ASEAN,あ とで述べ ます華南経済圏 における,
資本,商 品,労 働力,技 術 の移動が,ど のような
性格を もって機能 しているかを分析す ることが重
要 だと思 います。
前述 しま したように,NIES,ASEANの 高成長
は,急 速 に先進国 に追 いついて きま した。そ うす
ればす るほど同時 にさまざまな問題点を醸成 しま
す。 と くにNIESで は,価 格競争,技 術 において
競争力を どの程度維持 できるかであろう。 さ らに
労働者,市 民 は,賃 金 の面で も先進国の水準に近
づ くことを要求 します。 これ も当然 のこととい っ
てよいであ りま しょう。韓国で も,ま た台湾で も,
86年 以降89年 まで一貫 して,賃 金 の上昇がみ ら
れます。 このことは,新 しい消費需要 を誘 引 し,
内需拡大を もたらし,NIES経 済 の 「安定化」への
道 を示す ことにな ります。 もちろん規模の経済を
実現す るためには,内 需 だけでな く,輸 出拡大策
も必要であ ります。そのためには,よ り一層の競
争力を強化 しなければな りません。 この点 が大 き
な課題 であ ります。同時に成長産業で働 く労働者
と,斜 陽産業で働 く労働者 の賃金格差 も拡大 して
います。 ま してや中小企業 と大企業 における従業
員 の賃金格差 もみ られ ます。NIESに おけ る中小
企業 は,従 来 の伝統的商慣習を改革 しつっ,独 自
の技術開発 によって産業高度化 をはか るべ きで あ
ろ う。
一方,ASEANで は,先 進国,NIESの 直接投資
が活 発 に展 開 され,現 地 産業 の急 速 な発展 によ
り,そ れに対応す る社会基盤投資が絶対的 に立 ち
遅れ ま した。したが ってASEANで は民間資本 の
比重の増大 に対 して急速な社会基盤充実 の投資 に
重点をお くだけでな く,資 本 と労働 の質 の向上 を
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図 ることが最重要課題 とな っています。それだけ
で はあ りません。先進国の資本 の自国 の内発的発
展を企画す るために,地 域 間格差,所 得格差,深
刻 な環境汚 染(2)をどの ように克服す るか も重要 な
課題 になるで しょう。
ASEANの タイでは,最 近,食 品缶詰,履 物,家
具,プ ラスチ ック,造 花などの分野で,地 域産業
の発展が著 しいのですが,こ の分野 の産業 を定着
させつつ,他 方で,外 国資本 との合弁企業で活発
な付加価値 の高い電気 ・化学な どの分野 の産業 の
育成 と結合 しっっ,地 域産業の定着化を図 るべ き
ではな いか と思います。
こうしてNIES,ASEANは,東 アジアにそれ
ぞれ相互依存の経済協力 を進 めなが ら,地 域経済
統合の中で,地 域経済 の分業関係を創造 してい く
必要があるのではないで しょうか。
3.「 華南経済圏」の変動を考える
中国東北 アジア経済発展 と地域統合 を考えるに
当 って,い くっか の回 り道を して述 べなければな
りません。なぜな らば,NIES,ASEANの 各地域
経済圏がなぜ活力を作 りだ したのか とい う脈絡を
知 らないか ぎり,東 北 アジアあるいは東北 区域 の
経済地域の今後 のあり方を論 じられないか らであ
ります。NIES,ASEANの 高成長 は,先 進国の投
資を内部化 しっっ内発的発展を したたかに展開 し
てい るところにありま した。 それだけではあ りま
せ ん。NIESとASEANと の 商 品貿 易 の急 増 と
NIESか らASEANへ の直接投資の増大 は,両 経
済地域 の結合 を強 くしています。両地域 の活性化
は,同 時に 日本の両地域への資本投資をよ り活発
化 させています。
地域間の商品,資 本,労 働力,サ ー ビスの 「自
由化」 は,企 業間の競争を促進 しただ けでな く,
企業 の経営 のあり方を改革せ ざるをえ ませんで し
た。現地 における安 い労働力 と国有 の中小技術,
技能 を利用 しつつ,進 出企業 は成長 し,現 地での
企業 の成長が,現 地の消費需要を増大 させ ただけ
でな く,輪 出を増大 させ ま した。もちろん70年 代
の国際通貨危機や国際石油危機に直面 しま した と
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きは,1次 産品価格 の下落,債 務累積 に苦 しみ,米
国や日本 の資本 に依存 しつつ,輸 出指向を国内の
労働 と中小企業 の犠牲 において経済発展を志 向 し
て持続 して きたので あ ります。 それ は先進 国 の
「従属路線」か らの脱皮 にありました。ASEAN,
NIESは,一 方で 「開発独裁」下で,市 場原理 を選
択せざ るをえなか ったのであ ります。だが,「近代
化理論」 のよ うに円滑 にはい きませんで した。先
進国の資本 と国家権力 の保護 の もとに,両 地域の
経済発展 は,輸 入代替型工業化か ら輸出指 向型工
業化 へ移行 したのであ りまして,こ うした経済路
線 の選択を西欧的なカテゴ リーの 「近代化理論」
で説明す ることは不可能 であ ります。
1988年 の 『通商白書』はこう述べま した。「アジ
ア諸国 は,お おむね70年 代半 ばまでに,輸 入代替
工業化か ら輸出指向型工業化へ と政策の重点 を移
した。何 らかの輸入制限措置を とることにより,
国内産業 の保護 を図 り,従 来輸入 に頼 っていた財
を国内生産 に切 り替えよ うとするのが輸入代替工
業化であ り,歴 史的 にも多 くの先進工業諸国がた
どった道で ある。 アジア諸国において も工業化 の
初期 には輸入代替か ら着手 された。 しか し,一 般
的に,輸 入制限措置を長期間維持す ると,国 内市
場 における競争不足か ら,国 際競争力が弱い非効
率 な産業構造を温存する ことになる。 アジア諸国
では,輸 入代替型工業化があ る程度成功 した段階
で輸入制限措置 を漸減 させ,輸 出指 向型工業化を
進めてい った。 この結果,国 内企業 の国際競争力
が高 まり,工 業製品輸 出指導 の経済成長を可能な
らしめた」 と。
ここに は政策 の主体 がで て いませ ん。 ア ジァ
NTESは,米 国 と日本 などの経済戦略 の中で外需
指向型工業化(低 賃金と半工業製品の供給を前提に
した)を すすめ ることによって,「 成長」を可能に
し,そ の成長力 を企業 の自己蓄積,再 投資を通 じ
て内面化 し,「内発 的発展」の契機 に したので はな
いで しょうか。この意味で は,従 来の 「南北問題」
を従属論 に求 めた見解 を現 実 に克服 して い ると
いって もよいで しょう。だか らといって,そ れが,
直ちにNIESやASEANの 「近代化」に結 びつ く
ことはない と思 います。経済の 「自由化」e「近代
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化」と政治 の 「民主化」e「近代化」を,そ の国の
歴史的条件や総合的経済条件 や民衆 のおかれてい
る条件 な どか ら分析 しなければなりません。 ここ
では,ASEANとNIESが 地域経済 の相互依存関
係 を通 じて,そ れぞれの経済圏を形成 したことを
重視 し,東 北 アジア経済協力のあ り方に対 して,
有力な参考 になるので はないか と思 います。
東北 アジア経済協力のあ り方を論 じるため最近
注 目を集 めています華南経済圏の構造変動 を考え
てみ ることに しよ う。 なぜな らば,華 南経済圏の
動 きは,東 北 アジア ・中国東北経済圏 にかな りの
イ ンパ ク トを与 えているか らであ ります。
い うまで もな く 「華南」 とは広東,福 建,海 南
の各省,広 西 自治区など中国南東部の ことを中心
に した地域 を示 しますが,広 域的 には,華 南経済
圏 とは,広 東省,福 建省 とNIESの 香港,台 湾を
含めた経済地域を指 して います。 この経済圏の人
口は約1億 人 を突破 し,面 積 は,約37平 方キ ロ
メー トル,GNPは 約2,800億 ドルで,1人 当りの
国民所得 は,2,800ド ル,輸 出額 は..億 ドル,
直接投資受入 額 は102億 ドルであ り,GNPで は
韓国に匹敵 します(第3表)。 開放政策以降域 内の
経済協力 は活発で,80年 代 にその経済成長が 目ざ
ま しく,南 部の 「珠江デル タ」では,年 平均15%
の成長率 を示 して います。 とくに,香 港,台 湾の
資本 による広東省,福 建省への直接投資が目立 っ
ています。
香港資本 の約50%が 広東向けであ り,台 湾資本
の約4分 の3が 広東省,福 建省 に投資されていま
す。進 出 した企業 を業種別 にみます と,服 飾品,
製靴,紡 績,食 料,ゴ ム,プ ラステ ィック製品等
の労働集約型産業や電子 ・電機等 が目立 っていま
す。投資形態 は,中 国企業 との合弁方式,さ らに
100%の 独 資企 業 も多 くな って い ます。全体 の
60%近 くが独資企業であ ります。経営形態 は,原
料 ・資材を台湾か ら輸入 し,現 地で加工 し,製 品
化 した ものを他国へ輸出す るという輸 出指 向型で
あります。 これ は,黒 字 を稼 ぎ,地 域 内に再投資
し,企 業間 の経 済協力 を深 め る役 割 を してい ま

















*華南経済圏 2,?15 2,271 主,878、 1G2 3載 憩 11,舶4
広東省 *308 *485 136 49 21.2 6,346
福建省 *97 *321 28 15 12.1 3,037
香 港 817 14,157 822 *3 0.1 575
台 湾 1,8Q1 8,815 672 18 3.6 2,036







シンガポ ール 409 13,236 590 14 0.1 30a
タ イ 933 1,619 283 50 51.4 5,720
マ レ ー シ ア 456 2,448 346 58 33.0 1,786
イ ン ドネ シ ァ *1,025 *577 291 88 192.0 17,930
フ ィ リ ピ ン 456 720 87 830.0 6.14$
(注)1,*の っ い た 数 字 は1990年 時 の数 字 。
2.直 接 投 資 受 入 額 は契 約 ベ ー ス の 数 字 を 用 い た。
(出 所)経 企 庁 『'93世 界 経 済 白書 』,487ペ ー ジ。














香港→中国 145,051 15fi,422 7.8

















営形態よ りも,経 営の意思決定が円滑 に行われ生
産効率をあげているといわれています。台湾の中
国向 け投資 は,そ の担 い手が中小企業であ り,相
互 に強い地縁 血縁関係で結 ばれ,経 営効率 をあ
げるのに役立 って いるといわれています。 この点
を 「東洋資本主義」 の属性 であると単純にい うこ
とはで きないで しょう。資本 の増殖 は地縁 であ
れ,血 縁 であれ,あ らゆ る属性を利用 し自己目的
を内包す るものです。一方,97年 に中国に返還 さ
れ る香港 の中国への投資は,沿 海部,と くに経済
特区 に集 中 しています。香港か らのその投資総額
は,84年 以降累積200億 ドル以上 といわれ,91年
だけで も,72.2億 ドルとな っています。香港資本
の広東省への投資形態 は委託加工生産方式 の工場
設置であ ります。なお,つ いでに付記 してお きま
すが,委 託加工貿易 も増大 しています。90年 に中
国か ら香港 へ の輸入 の62%,香 港 か ら中国 への
79%,再 輸出の50.3%が 委託加工方式 によ ってい
ます(第4表)。
先 の 『世界経済 白書』 は,次 のよ うに指摘 して
い ます。「現在広東省 にあ る香港資本 の委託加工
工場 は,1万8千 社余,従 業員数 は139万 人 に も
な り,こ れ に1万 社を超 える,委 託加工工場以外
の香港系外資企業の従業員を加え ると200万 人 に
達 し,香 港の製造業の従業員数(80万 人)を 軽 く
上回 ってお り,香 港 と広東省 との経済の一体化 の
進展が うかがわれる」 と。香港 と広東省 の経済 の
相互依存関係が深 く結 びつ いていることがわか り
ます。恐 らく,97年 香港 の中国返還 の経済的基盤




接投資が,中 国 のグループ企業を中心 に展開 され
てい ることを次のよ うに指摘 しています。
「90年 まで の累積投 資総額(製 造業向け)は 約
340億 香港 ドルに達 し,米 国,日 本 に次 ぐ資金供
給源 とな っている。香港 に事務所を持つ中国系企
業 は3,000社 ともいわれ て い るが,投 資総額 の
65%は 中国銀行,招 商局(交 通部系),華 潤公司(対
外経済貿易部系),中 国旅行社,中 国国際投資信託
公司(国 務院直属,CITIC)等 の国営企業 グループ
に集中 して いる。 これ ら中国企業の投資先は,製
造業の他,金 融,不 動産,ホ テル,建 設業等 と広
い」 と。
こうしてみる限 り,香 港 の中国返還 に先立 って
中国政府 と中国の民間資本 は,香 港地域に,製 造
業,サ ー ビス業 を対象 に積極 的投 資活 動 を展 開
し,現 地に重厚に定着 しつつ あります。 このこと




















(注)統 計の都合上,香 港は対GDP比 を用いた。
(出所)台 湾経済建設委員会 「自由中国之工業」
香港政庁 「香港対外貿易」,同上,368ペ ージ。
は同時に,香 港人 に,経 済的安心感を もたせ,さ
まざまな人間関係 を作 りあげ,開 放政策 の実 をあ
げているとい うことがで きます。
中国 は,香 港 にお いて生 産 資本,流 通 資 本,
サービス資本 の地域 的循環 を通 じて,そ の製品,
ノウハ ウを中国 に還元す るシステムを作 り上げて
いるとい って もよいで しょう。
また中国,台 湾,香 港 の各地域間の商品輸出入
も活発化 して います。香港,台 湾の中国向に対す
る輸出依存度 を深 めてい ます(第3図)。1988年
に,香 港 は,GNPに 占め る中国向け輸 出の占有率
は26%,91年 には27%に なっています。台湾 は,
88年 には4%が91年 には6%に 上昇 しています。
さまざまの貿易上の制限があ ります台湾 と中国 と
の経済の相互依存関係 が強 まってい る事実 を注 目
す る必要 があ ります。異質の体制間の経済協力関
係 が市場媒介を通 じて見事 に実現 されて います。
一方,香 港 は,ア ジアその他 の自由貿易の中継
基地 として定着 してきたのであ りますが,中 国 の
開放政策以前 は,中 国 との貿易は少なか ったので
あります。だが,開 放政策以後,と くに80年 代 の
香港の貿易 は,中 国 と他国,他 地域 とを結ぶ貿易
中継基地 と しての性格 を強めています(第4図)。
とくに,最 近 で は,第3国 ・地域の商品の中継輸
出,再 輸 出が活発化 し,香 港固有の地場産業 の商
品輸出を上 回 っています。中国国家統計局 の 『中
国統計年鑑』(1992年)や 香港政庁 の 『香港対外貿
易』(1992年)な どによ ります と,81年 と91年 に
ついて,「 地場輸 出」が65.8%か ら30,2%へ 低下
す る 一 方 で,「 再 輸 出」 は,逆 に34.2%か ら
69.8%へ と上昇 しています。 中国 と香港 との貿易
を支 えてい るのは,委 託加工貿易方式であ りま し
た。従来香港資本は,地 域 の低賃金 を利用 して,
他国か ら原料 ・部品 を輸入 し加工 ・組立てて製品
輪 出を特 徴 として きま したが,80年 代後半 か ら
は,相 対的 に賃金が高 くな ったたあ,低 賃金 の中
国で,委 託加工方式を利用 し,第3国 ・地域 に輸
出する方式 を採用 しています。 この方式が半ば定
着 した ことによって香港地域 と中国 との貿易 は拡
大 したのであ ります。
中国 と台湾 との貿易 の拡大傾 向 も同 じ性格 を
もっています。「中国か らの間接輸入 は従来農工
原料 にのみ限定 されていた。だが,半 製品の輸入
が拡大す る実情 を反映 し,91年 末 か らは次第に半
製 品(履 物の部品,貴 石など)に 対す る輸入認可 も
進 め られている。 これに従い,台 湾の地場産業 の
中国か らの半製品輸入に対す る依存度 も上昇 しっ
っ あり,繊 維製品の中には,中 国か らの輸入品 に
85%依 存す る例 もみ られ る」(r世 界経済白書』271
ページ)。
台湾の地場産業 は,中 国の低価格の半製品を輸
入 し,さ らにそれを第3国 に輸出 しています。 し
たが っていまや中国 と台湾の中小企業関係 は,生
産過程,流 通過程 を通 じて結 びっいています。
では華南経済圏が,な ぜ急成長を遂 げたのか。
それ はs第1に 中国 の改革 ・開放政策の成果であ
り,沿 海南部 は,開 放開発区の中で も,政 府 の介
入 も緩和 され,市 場経済 システムを優先 している
か らであ ります。 とくに広東省,福 建省 は開放開
発 の優先地域であ り,香 港 と台湾 との経済的結合
だけでな く,血 縁関係 も強 く,人 的ネ ッ トワーク
も進 み,他 の地域 よりも経済効果を発揮 で きる条
件を もっているか らではないで しょうか。 ここに
地域 的,民 族的共 同体のメ リットも含 めて考 えま
す とよ くわか ります。広東省の深士川s珠 海,汕 頭,
福建省 の慶門 の4地 区は80年 か ら経済特区 と し




























(出 所)香 港 政 庁 「香 港 対 外 貿 易 」。 経 企 庁 『額B世 界 経 済 白 書 』367ペ ー ジ 。
て位置づけ られ,市 場経済 を優先 した点 にありま
す。政府は こうした特 区に対 して外資導入を積極
的に展開 し,外 国企業 に対 して関税,法 人所得税,
土地借用,イ ンフラ利用等 について,優 遇措置 を
とったのであ ります。
それだけで はあ りません。政府 は,財 政政策の
面で も援助方式 を採用 し,両 省に対 して 「定額請
負制」 を導入 しま した。両省内にある政府 の直轄
事業 の収入 は中央政府へ,そ れ以外 のあ らゆる事
業 の収入 と支出の管理を両省 に与 えま した。両省
は従来 よりも,財 政 にっいて 自主裁量権 また は自
主決定権 を もち,市 場経済の運営 を拡大す ること
ができました。 したが って外国資本を容易に導入
し,工 場や事務所,デ パ ー ト,ホ テルの建設 を積
極的にす ることがで きま した。 このような新 しい
経済環境の中で,両 省 は香港 と台湾資本,お よび
日本 をは じめとす る先進国 の資本 を導入す ること
がで きま した。その後 中国政府 は,各 開放区の過
剰投資がイ ンフ レをお こし,資 源配分 のゆがみを
もた らす として地方の 自主権 を コン トロール しま
した。
一方
,両 省 の賃金水準 は中国の平均賃金水準の
2倍 以上 になっていますが,依 然 として低 く,香
港の20%で あ り,ASEANと 比較 して も未だ低 い
水準 にあります。 したが って香港や台湾,そ の他
韓国,日 本などの資本が積極的に進出す る結果 と
なり,い まやz華 南経済圏 は,資 本 にとってアジ
アにおける最 も魅力的な市場 とな っています。 そ






















1 20.4% 1.5 葡,跳 34.3 壕礁9騒 晒$
獺建省 3,037 路.3 a器 絡.: 3.7 45.2 22.4 簸6,錫3
51.2
北京市 1,086 12.6 1,020 6.3 3.6 63.3 12.s 11,768
2.9
上海市 1,337 6.7 1,216 p3.5 7.8 68.2 34.2 37,463
7.9
遼寧省 3,967 6.8 512 △0.5 3.9 61.2 27.8 49,394
9.1
全 国 114,333 8.0 330 9.8 8.7 54.6
19.4 659,611 7.1
(注)1.1人 当りGNPは90年 の対 ドル ・レー ト(年 平均)で 換算 した。
2.国 営企業のシェアは鉱工業生産額全体 に占める国営工業企業生産額のシェア。
3.輸 出依存度 は各地域のGNP(元 建てを ドル換算)に 対する輸出額(ド ル ・ベース)の 比率。
4.外 資依存度 は,固 定資産投資総額(元 建てを ドル換算)に 対する直接投資の受入額(ド ル ・べ一ス)の 比
率。
(出所)「 中国統計年鑑」,「日中経済」,「中国経済」,『世界経済白書1993年 』378ペ ージ。
の特徴 は,域 内の貿易,資 本の相互浸透 の強力な
紐帯関係の場 にな っています。
華南経済圏 の活性化の主要 な要因 は,以 上の こ
とで理解で きるのではないかと思 います。 こうし
た華南経済圏の動 きは東北 アジア,東 北地区 にも
イ ンパ ク トを与 え るで しょう。今後東北 アジアは
華南経済圏の方式 を材料 に して新 しい極地市場圏
を形成 し,NIES,ASEANの 注 目す る地域 になる
で あろ うし,他 の経済圏を誘導す る可能性 を十分
に もっています。
華南経済圏の一部を担 っている広東省 と福建省
は,ま た中国経済 に対 して 「先導的」役割 を担 っ
ています。両省以外 にいま中国での経済拠点地域
といわれています北京市,上 海市,遼 寧省 と比較
してみます と,両 省 の平均成長率(1986～90年)
は,そ れ ぞれ16。7%,15.3%で,北 京市 の12.6%,
上海市 の6.7%,遼 寧 省の6.8%を 上 回 ってい ま
す。さらに輸 出依存度が34.3%,22.4%で あ り,
上海市を除 くと他 の地域 を圧倒 しています。 とく
に外資への依存度は,31.6%,51.2%と なってお
り,投 資,生 産 も全国平均 を上回 るほどでありま
す(第5表)。
こう して両省 の高成長率 は,他 の拠点地域の魅
力 となって います。それは同時 に北京,上 海 に代
表 され る華中に対 して経済的 イ ンパ ク トを与えて
いるだ けでな く,東 北経済圏 の一部 を支えていま
す遼寧省に対 して も,新 しい経済的イ ンセ ンティ
ブを与 えています。
こ う した傾 向 は,中 国経済 の活性化 の要因 と
な っていますが,同 時 に,地 域 間所得格差が顕著
にな りつつ あります。例えば,そ れは中国各省 ・
市 の1人 当 りGNPを 比較 して もわか ります(第5
図)。 この格差是正 にどのように対処す るかは,今
後の中国経済 にとって大 きな課題 になるであ りま
しょう。同時に華南経済圏 において も,格 差 は拡
大 していますが,さ らに環境保全問題 も大 きな課
題で あります。
華南経済圏の活性化 は,東 北 アジア経済圏への
イ ンパク トを与 えま した。1988年 に遼東半島,山
東半 島の周辺が経済技術開発区と して認定 され,
この地域 に外国資本 の進出が活発化 しま した。華
南経済圏 は,NIES,ASEANと の経済面での相互
依存関係 を強化 してい くであろう。
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中国平均 広州市 珠海市 中山市 遼寧省h海 市
深鯛市 東発市 仏山市 北京市 福建省
一
広東省
(注)広 東省内の各市はGDP,他 はGNPを 用いた。
(出所)中 国の統計は 「広東省統計年鑑」,「中国統計
年鑑」による。
4.東 北 ア ジア ・中国 ・東北地域の経済協
力のあ り方について
私 た ち は,東 ア ジアの経 済活 性化 の問題 を,
NIES,ASEAN,華 南経済圏の地域経済協力関係
がいかに極地市場圏間の連携 を通 じて強化 されっ
つあるか,ま た外部資本を導入 しつつ,貿 易,投
資,労 働 経営の各分野を,い か に定着 させ,内
発的経済発展 の契機 に しているかをみ ることがで
きました。
とくに中国 の改革 ・開放政策 が,中 国の先導 的
開発区の成長を促進 し,開 発区域内の所得を増大
させ,消 費需要 を作 りだ しま したが,同 時に,他
の地域 との経済格差を助長 していることも明 らか
にな りま した。一方,90年 に入 って,中 国企業の
海外進 出 も目立 ちました。すで に明 らかに しま し
たように,中 国企業が香港 に進出 し,直 接投資残
高が 日本,米 国を抜 き,累 計で200億 ドルに達 し
ま した。国際 プラ ント市場で も,タ イの電炉(年 産
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24万 トン),パ キス タンの大型 発電機(出 力32万 キ
ロワット)建 設を始 めま した。開発区の企業 は
,対
外貿易,投 資にっ いての自主決定権 を もち,独 自
に海外 で原材料 を調達 し,加 工 ・組立 を通 じて市
場 を開拓 して います。 この ことは,1988年 初 頭
に,中 国経済 の国際化を 目指 して打 ち出 した 「国
際大循環発展戦略」 に添 って動いているよ うにみ
られます。
中国の対外経済 の開放政策は周辺地域 にもイ ン
パク トを与えています
。「日本経済新聞」(1993年
10月19日)に よります と,「 今年上半期の韓国 の
対米鉄鋼輸 出は,前 年 同期比48.6%減 少 したが,
対中 向 けが 同3.5倍 に増 え たため国内鉄鋼 メ ー
カーは救 われ た。 『中国特需』 は日本の鉄鋼 メー
カーに も神風 とな った。 その分引 き締 めの影響 も
大 きい」 といっています。
もちろん,以 上 は,改 革 ・開放政策 のメ リッ ト
の面ですが,一一方,成 長政策が定着 すればするほ
ど,日 本の高度成長政策 もそ うであ ったよ うに,
デメ リッ トも大 き くな ります。
今後中国 の改革 ・開放路線がイ ンフ レを招 き,
固定資産投資を急増すれば,そ れを抑制 し,交 通,
エネルギーなどイ ンフラ部門への拡充 をせ ざるを
えな くなると思 います。さ らに環境汚染,人 口増,
財政 ・金融政策 の抑制,物 価抑制政策,所 得格差
の是正 などの諸課題 にどのよ うに対応す るかが問
われ るであ りま しょう。
こうした課題の反省の延張線上で,東 北 アジァ
経済圏の発展を考 えるべ きで はないで しょうか。
まず東北 アジアの経済特質をどのよ うに考えた
らよいか。 この点を検討 してみよ う。
1990年 の 「世 界 銀 行」 の 「世 界 発 展 報 告」
(WorldDevelopmentReport)に よりますと,東 北
アジア地域 は,日 本,中 国,韓 国,北 朝鮮(朝 鮮民
主主義人民共和国),ロ シヤ(シ ベ リア極東地域),モ
ンゴル共和国及び香港地域 を示 し,陸 地面積 は約
3,416万 平方 キロで,世 界 の約26%を 占めます。
また,人 口約6億8,000万 人,世 界 の20%を 占
め,GDPは 約5兆 ドルで,世 界 の25%,4分 の1
を占めています。 この地域だけで,ア ジアの最大
面積を もっ ことになります。 だが これは広義 の定
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義で,こ こでは対象 としません。狭義の定義で は,
中国の東北地方(遼 寧省,吉 林省,黒 竜江省の3省)
及 びシベ リア極東地域,日 本,韓 国,北 朝鮮か ら
なる地域 をよんで います。その規模 をみ ます と,
面積830万 平方キ ロ,人 口約2億 人,GNP合 計約
3兆 ドルにな ります。 一般 には後者の東北 アジァ
を指 しています。
また中国での東北区域 とい った場合 には,東 北
経済区域 の ことで,行 政上,遼 寧省,吉 林省,黒
竜江省,内 蒙古 自治区の東部に位置 しますホ ロン
バイル,興 安盟 ゾ リム盟 ・赤峰市 を含む地域で,
面積 は124万 平方キ ロメー トル,中 国総面積の約
8分 の1を 占めます。 人口は約1億300万 人,中
国総人 口の約10分 の1に あた ります。
中国側 の資料 によ ります と,東 北 区域 は,相 対
的にみて重工業 の比重が高 いが,農 業 と軽=工業の
比重 もそれな りの発展を して いる総合経済地域で
あるといわれています。一般的にいわれているこ
とは,豊 富な鉱物資源 を有 している地域で,石 油
の埋蔵量 は全国の50%以 上,鉄 鉱石の埋蔵量 は全
国の4分 の1,石 炭 は全国の10分 の1を 占めてい
るといわれています。
ここで取 り上 げたい課題は,狭 義 の東北 アジァ
地域の特質 とそれを支えている中国東北地域の遼
寧省 ・大連 の開発地域の問題点であ ります。 そ し
て最後 に神奈川県 と遼寧省 との 「友好提携」関係
の内容 の問題点であ ります。
狭義 の東北 アジアの経済的,地 域的特質 をみま
す と,な によりも,中 国3省,韓 国,北 朝鮮 は戦
前 日本 の帝 国主義侵 略支配下 にあ り,こ の地域
は,日 本の財閥,軍 国主義の支配下 での資源支配
と労働 力 の搾 取,収 奪 下 におか れ,そ のため の
「植民地」的街 づ くりを展開 した地域 であ ること
を猛省 しな ければな りません。 この地域 の うち,
3省 は,中 国 の改革 ・開放 の一部 にあ り,そ の経
済発展 が注 目されています。 また韓国 は,民 主 的
国 家 と してユ ニー クな経 済発展 をみせて い ます
し,北 朝鮮(朝 鮮民主主義人民共和国)は,社 会主
義的経済計画 を基軸 に,独 自な経済発展 を遂げて
います。
こうしてみます と,こ の地域 は,歴 史的,構 造
的,社 会 システムの多様性 を もって いるところに
第1の 特徴があ ります。全体 として市場経済 と社
会主義市場経済の共存体制 のもとで,経 済 の地域
的発展 をいかに考えて い くか とい う点 が課題 にな
ります。中国の改革 ・開放政策 と日本,韓 国の市
場経済政策 はかな り成功 し,さ らに地域的社会分
業関係を どのように交流 させ るかにあ ります。
第2に 豊富 な資源 と地域的連関性 を もっている
ことにあ ります。
この地域 は豊富な鉱物資源を利用 した結果,工
業生産力を誇 っています。鉄鋼 ・鋼材生産能 力,
天然 ガス,原 油精製能力,石 油生産 もかな りの生
産水準 をもっています。機械工業,原 材料工業の
中心にな っています。だがその利用能力 は,限 ら
れた需要,限 られた技術 によって十分 に発揮 され
ていないのです。今後,華 南経済圏並みの成長 を
期待す るには,対 等平等 を原則 と した外 資導入,
外国技術導入 をはかりつつ,秀 れた労働力 と経営
力を生か し,質 の高 い工業生産 を目指 し,所 得水
準 を高 めることが必要であ ります。それには,た
えず環境保全を前提に した工業生産の量的,質 的
発展 を考 えるべ きであ ります。
東北 アジアの経済的潜在力は大 きいが,NIES,
ASEAN,華 南経済圏 と比べて,貿 易規模 は小 さ
いといわざるをえません。 日本 とこの地域 との貿
易額 も60億 ドルに達 して いません し,日 本の貿
易額の1.5%程 度 に しか達 していません。 韓国 と
この地域 との貿 易 は20億 ドル に達 して い ます
(1990年)。 今後地域間の国際分業関係を どのよう
に高めてい くか にあ ります。
第3に 工 業 と生 活 の量的,質 的向上 の ため に
も,イ ンフラが遅れています。 この状況 もひ とっ
の特質 と考 えてよいで しょう。
東北 アジア地域 の経済的相互依存関係 を深め る
たあには,中 国の改革 ・開放政策をよ り深化,拡
大 させることにあります。そのためには,こ の地
域 における広東,福 建両省 にみ られ る外国資本の
導入方式 を採用 し,イ ンフラ分野 を充実 させ るこ
とにあ ります。交通,運 輸,情 報 通信 のネ ッ ト
ワー クを確立す るための社会資本を整備するため
には外資導入 と自己資本 により,地 域企業 の成長
東 ア ジア経済の発展 と中国 ・東北経済圏 の特質 につ いて
を図 り,広 汎 な労働 力 を吸収 す ることにあ りま
す。 それだ けでな く中国3省 にあります豊富 な工
業原材料を工業地域 に供給 するために,ま た外国
か らの製品輸入 と地域製品輸 出のためにも,現 在
の 自由貿易港 を拡大 す る ことが必要 だ と思 いま
す。また,蛯 名孝則氏の 『環 日本海経済圏』(明 石
書店,1993年)で,指 摘 していますよ うに,エ ネル
ギー ・システムの確立 を必要 とす るで しょう。供
給 サイ ドで は シベ リア極東地 域 を中心 とす る石
油 ・天然 ガス開発,需 要サイ ドでは,シ ベ リア,
北朝鮮,モ ンゴル共和国,東 北地方の産業基盤 の
整備,生 活環境整備のための需要 の創 出にあ ると
思 います。
わた くしは,日 本,韓 国の資本 と技術,中 国東
北部,シ ベ リアの資源 と地場技術,労 働力 の協働
的結合方式 によ り地域経済 の活性化 を積極的 に展
開すべ きであると思 います。
ともあれ,今 後東北経済圏に とっての共通 の課
題 は,華 南経済圏 とは異 なった条件の もとで,現
在展 開されている貿易や直接投資等の国際分業を
通 じて相互経済依存関係を さらに深化 し,強 化す
ることであ り,異 な った制度の間では,国 家権力
の介入を最小限 に して,市 場経済関係を通 じた交
流 を活発化す ることにあ ると思 います。 さ らに地




神奈 川県 と友好都市 を結 んで いる遼寧省 は中
国 ・東北経 済圏 の重 要 な拠点 区域 にな って いま
す。人口3,946万 人,面 積14.57万 平方 キロメー
トルで,鉱 物資源が豊富であ り,確 認 されている
だ けで110余 種 にな る といわれ てい ます。鉄 合
金,非 鉄金属,非 金属鉱産及 び石炭,石 油,天 然
ガス資源の貯蔵量 は膨大であ るといわれてお り,
マンガ ンは700年 間 の採堀 が可能 であるともいわ
れています。
したが って工業 は,鉄 鋼 と機械工業 を中心 に発
展 してお り,1990年 の工業企業件数 は21,344社,
工業生産額 は約160兆 元で,全 国第4位 であ りま
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す。対外貿易総額 は,89年 に約60億 ドルで,同 年
輸 出額 は,約44億 ドルで毎 年 約10%の 伸 び に
な っています。輸 出市場 は,日 本な ど先進国,香
港 台湾を中心 に伸 びています。 日本への輸 出額
が全体 の約36%,対 アメ リカ約17%,香 港5 .8%
が中心 にな っています。
91年4月 発行 の日本国際貿易促進協会の 『中国
省別経済』 によ ります と,「 外資利用政策 は,'79
年 に始 まり,89年 までに約2,422件,契 約金額 は
39億 ドルで,そ の内訳 は,対 外借款が22 .9億 ド
ル,外 国企業 直接投資 が8.53億 ドル,外 国企業そ
の他 の投資が7.57億 ドルとな ってい る。また,合
弁会社604社,合 作企業115社,100%外 資企業
28社 の合 わせて747社 の外 国投 資企業 の設 立 が
許可 された。 その うち全体の43.5%に あた る325
社 が 既 に開 業 して い る。実 際 の外 資 利 用額 は
10.53億 ドルで外国投 資企業 は16億 元 を売 り上
げ,1.5億 ドルの外貨 を獲得 した。
'79～'89年 には
,3,189件 の技術導 入 と設備輸
入 を行い,契 約金額 は15.8734億 ドルであった。」
こうしてみ ますと,遼 寧省は,豊 富 な鉱物資源
をバ ックに重化学工業 を基軸 に各種工業を発展 さ
せていることがわか ります。遼寧省 は外国企業の
積極 的導入 と省内の豊富な労働力 と技術 とを結合
し,合 弁企業 など自力の経営力の主体性 を考慮 し
っっ内発的発展を試みています。貿易 も毎年増大
し,地 場産業 も活発で,域 内経済力の基礎を形成
しています。最近域内企業間の連携 も活発で,域
内企業分業化 によって生産性 の向上 にっ とめてい
ます。
だが全体 として未だイ ンフラの未整備,国 際競
争力に対抗 で きる近代的工業 の基盤整備 も不十分
で あ り,と くに若 い技術 者 の養成 は工業 発展 に
とって不可決であ り,外 国 の協力 を要請 していま
す。この点,92年 遼寧省が神奈川県 との技術者派
遣協定を結んだ ことは,重 要 な意味を もっていま
す。
また今後,東 北地域 の経済活性化 を試み るため
には,環 境保全 を前提 に,市 民の生活 の量 ・質の
向上 もあわせて,政 策の重要課題 としなければな
らないと思 います。
:・ 東 アジア経済 の発展 と中国 ・東北経 済圏 の特質 について
東北 アジアの経済発展の条件 は,国 内的工業化
の未整備 な課題を外資導入 と自己資本 によ って解
決 し,10%台 の成 長 を達 成 す るこ とに あ りま し
た。同時に東北ア ジアの経済 圏の相互依存協力を
促進す るためには,NIES,ASEAN,華 南経済圏
の域 内経済協力の成果を生かす ことにあ ります。
東北 ア ジアは,豊 富 な資源をどのよ うに生か し,
国際的競争力を もった工業化 をめざすかにあ りま
した。 日本,米 国,香 港,台 湾 のそれぞれの資本
と地域内の豊富で秀れた労働力 を結合 させ,同 時
にそのたあの社会的経済 的基盤 を外資導入 と自己
資本 の結合を通 じて整備する ことにあると思いま
す。 とりわ け交通 ・通信体 系のみな らず,生 活基
盤投資の整備をす ることにあ ると思 います。
こうした工業発展 と生活充実 の基盤投資の経済
政策 を軌道 に乗 せ るためには,地 域経済 を直接支
え る各省の地道な改革 ・開放政策 を足許 か ら実践
す ることにあると思 います。
こうした視点 か ら,遼 寧省 の玄関にあた ります
大連の経済技術開発区の動 きをみてみたいと思い
ます。
すで にわた くしは,大 連 の都市づ くり,大 連の
経済技術開発 について,報 告書 『中国 ・大連市,
上海市 の社会経済発展 にっいて』(r商 経論叢』第
27巻 第1号,1992年1月)を まとめま した。
そ こで は,開 放 された都市 ・大連 の歴 史 的特
質,さ らに観光都市であ り,港 湾都市で あり,工
業都市である大連 を総合都市 として位置づ けま し




大連開発区 は改革 ・開放を優先す る沿海 の都市
として位置づ け られて きま した。開発区 は,な に
よりも工業化を優先す るために,合 弁企業,外 資
100%の 独資企業,外 国 の科学技術 を集 中的に導
入す る方針 を とりま した。開発区においては,先
進的な工業 プロジェク トに基づいて,輸 出拡大 を
めざす外貨獲得 のたあの外国資本を積極的に導入
する方針 をとりま した。一方 で,エ ネルギー低消
費型 のク リー ン産業で,技 術 ・管理水準 の進 んだ
各種工業を優先的に発展 させ る方針を打 ち出 しま
した。
この背景 には,中 国 がNIESよ り,立 ち遅れて
いる知識技術集約型企業を誘致 し,他 の関連産業
と連携す る方針 を具体化す る方針があ りました。
と くに東北地区の資源を利用 して,加 工,組 立工
業を整備 し,輸 出を拡大 し,外 貨を蓄積 し,そ れ
によって企業発展のたあの社会資本投資 にあてる
ことに して います。
中国政府 と大連市 は,外 資企業 を積極 的に導入
す るために税制上 の優遇措置をとりま した。それ
は企業所得税率を低 くしたことです。開発区 にお
ける企業所得税 は10%(国 内)に し,国 内企業 の
現行税率(30%)の3分 の1に 設定 しま した。ただ
し経営期 間10年 以上 の企業 は,黒 字計上年度か
ら2年 間免除 し,そ の後3年 間 は7.5%に 減免す
るとい うものです。先進技術企業 は,減 免期間が
終 った後 も,輸 出比率70%以 上 の年 に は10%減
税す るというのですか ら,い かに外資導入を有利
に図 っているかがわか ります。地方所得税 も企業
所得税の10%と 低 く,利 益が発生 してか ら7年 間
は免除 され,さ らに外資系企業が輸入す る自家用
の建材,生 産設備,原 材料,部 品,付 属品素子,
事務用品,企 業車両 も免除 されます。 中国内で販
売す る工業製品 には5%の 工商統一税が賦課 され
ます。 その他詳細 な課税措置 も,一 般 に他の第3
国 と比 べて低 い基準 になっているよ うです。
こうした外資導入政策 は,す でに第一期開発 区
(10平 方 キロメー トル,内 工業区3平 方キロメー ト
ル)は,完 売状態で,93年7月 現在で,外 資系企
業586社,内 日系企業145社 が既 に進 出済みで あ
ります。なお経営効率をめざ した独資企業 は日系
企業で約50%で あ ります。すでに第1期 の開発区
は,イ ンフラやサービス施設 に累計6億 元以上 の
投資 をお こない,工 業区 に対応 して行政,生 活i
サー ビス区(学 校,ス ポーツ,娯 楽施設などを含む)
が設定 され,機 能 しています。
第2期 開発 区(10平 方 キロメー トル)の 中央部
(約2.28平 方キロメー トル)に は日中合弁 による工
業団地造成の 「大連団地開発管理有限公司」が92
年10月 に設立 されま した。
東 ア ジア経済の発展 と中国 ・東北経済 圏の特質 について
この計画 について も,工 業団地 の司法権,行 政
管理権,通 信な どの公共施設の管理権 は中国政府
と地方政府があたること,土 地管理部門 と外国企
業 との間 に土地使用権 にっいて有償譲渡契約 を締
結す ること。 この団地 に入居 する外資企業 は,開
発区における外資優遇策を受 けることがで きると
いうものです。 と くに問題点 は,土 地使用権 の譲
渡価格 と日本 との間に一致 をみなか ったことにあ
ります。 中国側 は50年 間 の譲渡 を前提 と して計
算 して いますので,日 本側 は,5年 毎 に,そ の収益
と現地での貢献度 などを考慮 して決定 すべ きであ
ろうとい うのです。
わた くしは,先 に示 した 『報告書』にお いて 「中
国側 も日本側 も,工 業団体全体 の環境保全 と地域
利益に貢献す ることを前提 に,そ れぞれの利益を
対等に して い く方式 を生みだすべ きであろう」 と
指摘 し,そ して 「両者 と も,福 祉,環 境 と成長が
両立 する新 しい開発方式を生 みだ して ほ しい もの
であ る」 と付言 しておきま した。 この点,93年9
月28日 に大連 を訪問 し,関 係者 に訪ねて も,十 分
な解答がえ られ ませんで した。
93年9月 現在 で,既 に第2期 開発区には9社 が
入居を決定 し,27社 が積極的 に進 出をす るとい っ
ていま した。
第2期 開発区の 「大連団地開発管理有限公 司」
は資本金16億 円で,総 投資額 は80億 円で,日 本
側がその80%を 出資す ることにな って います。こ
の方式 はすでにかな り定着 しっっあ ります。93年
になってか らは,台 湾工業団地 も整備 され,す で
に6社 が入居 を内定 しています。
また,こ の区域 内には大窯湾保全区(1.25平 方
キロメー トル)が 設置 され,15の 内外 プロジェク
トが承認 され,加 工工場等 の外資約150社 の進 出
も計画 されています。
こうして全市では,な んと外資系企業2518社,
投資契約額32.63億 ドル,実 質投資額13.15億 ド
ル(40%)で あり,そ のうち 日系企業 は572社 で,
投資契約額9.39億 ドル,実 質投資額7.75億 ドル
(80%)で あ ります。進 出企業 の トップは香港系資
本が トップで,以 下 日本,台 湾,米 国 の順 になっ
て います。
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こうしてみ ると,大 連開発区 における外資 の進
出 はきわめて積極的で東北地区 における一大生産
拠点 にな る ことは間違 いないで し ょう。 それ は
2000年 以後 の中国 にお いて華南経済 圏 と対応 し
た東北経済圏を確立 し,相 互の経済交流 もよ り活
発化す ることであ りま しょう。 さらに東北 アジァ
経済圏の一角を支 える生産拠点 になるであろう。
だが,問 題 も山積 しています。華南経済圏のよ
うに,域 内経済交流が依然 と して活発 でない点 に
あ ります。それは,大 局的 には,中 国 トップ レベ
ルのイ ンフラ(電 力,ガ ス,蒸 気,港 湾,通 信)の 条
件が整備 されっっあ るにもかかわ らず,有 力 な中
間技術者,管 理者 が不足で,経 営上 の停帯性が生
じていること,現 地雇用職員の住宅,宿 舎 の確保
が十分でないこと,と くに重要な点 は,素 材,部
品,メ ッキ,包 装材等のサポーテ ィング ・イ ンダ
ス トリーの育成が不十分 であること,市 内と開発
区間の交通手段が十分 でないこと,水 資源の長期
的安定確保が十分でない こと,な どにあると考 え
られ ます。 さ らにわた くしが,3年 前 に訪 問 した
ときも強調 したのですが,開 発区内の生活環境基
盤が整備 されていない ことも,外 国資本の進 出を
妨 げています。 さ らに外国人住宅や従業員 の質の
問題,と くに公務員 の再教育 の問題 などが今後の
課題 ではないか と考え られます。 この点華南経済
圏 とは異 なるのではないか と思います。
に もかかわ らず,長 期 的視点 にた って考え ます
と,生 活環境整備,環 境保全を前提 に した開発を
定着 させ ることを開発 区の優先政策 とすべ きであ
りま しょう。
わた くしは,こ うした大連市 を含む中国 ・遼寧
省が 日本 ・神奈川県 との友好提携を もちなが ら,
経済 ・技術 ・文化 ・スポーッの交流 を地道に展開
して いる ことを評価 したい ものです。 したが っ
て,最 後 にシンポジウムの総会で,遼 寧省 と神奈
川県 の友好提携 にっいての内容 と問題点をかか げ
て,本 研究 ノー トの結 びに したい と思 います。足
元 か らの 日中交流な しに真 の経済協力を定着す る
ことはで きないで しょう。 この点 か らの省 ・県 と
の友好提携 を評価 したい ものです。
..
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6.神 奈川県の民際外交の原理 と遼寧省 ・
神奈川県 との友好提携 について
(1)神 奈川県の民際外交の理念 と実践




ります 「民際外交」 を重要課題 として位置づけま
した。
計画 の基本理念を明 らかにす る 「基本構想」に
おいては,民 際外交 は,「神奈川県の未来を創造す
る」6つ の理念 の1っ と して 「世界 に開かれた窓
として,県 民 によ る経済,文 化 そ して人間 どうし
の交流を進 め,国 際友好 と平和 を深め る役割 をに
な う神奈川 としよう」 とい うことを掲 げま した。
そ して健康 と福祉,文 化 と教育,自 然 と環境,
生活 と経済 とい う4っ の基本方向のなかで 「民際
外交」 を文化 の領域 に位置づ けま した。
1980年 の 「新神奈川計画」の 「改定実施計画」
では,「民際外交」は 「地方の時代を切 り開 く民際
外交の展開」 と して発展 させ,具 体 的重点施策 も
①異文化 のか け橋 を求めて,② 世界に神奈川 か ら
メ ッセージを送 る,③ 人間連帯 を推進 し地球家族
の実現を図 る,④ 「民際」思想 の普及を図 ると改
あました。 これ は一歩前進 であると思います。
「民際外交」の理論的根拠 は,従 来 の国家中心主
義 の考 え方へ の反省か ら生 まれ ま した.「 今 日で
は,諸 国民の相互依存関係が密接 にな り,地 球 は
狭 く小 さくな って きま した。 国境 とい う線 引きで
地球 を区切 り,国 家 エゴをむ きだ しに して は,地
球 も人類 ももたな くな ってきています。
しか し,こ のことは,世 界が一色に,画 一的 に
な ることではありません。反対に,人 類 の生活 と
文化 は,地 域 によって まことに多種多様で あり,
地球 は一見狭 く小 さ くな った と同時 に,実 はか
え って大変広 く深 いことを改 めて私 たちに認識 さ
せて くれま した。国家 の根底 には,生 活様式 と文
化 の多様性 に満 ちた地域同十 の交流 と連帯 の重要
性が浮かびあが っています。
神奈川県が国家 レベルの国際外交(Inter-State
Diplomacy)を 補完す る民衆 と民衆,地 域 と地域
の交流,つ まり 「民際外交」(Inter-PeopleDiplo・
macy)を 主張する根拠が ここにあ ります(「地方の
時代」1978年7月 第一回地方の時代シンポジウム,長
洲一二)。要約すれば,国 際社会 は 「国家」のみで
構成 されて いるのではな く,世 界一国家一地方 あ
るいは,人 類一国民一市民 という三層構造か ら構
成すべ きで あるという考 え方 にあ るといえます。
「民際外交」は 「地域 に根 ざし,世 界に開 く」とい
う基本方針 が確立 されたのであ ります。
民 際外交 に取 り組む理 由と して,第1に 民際外
交 の基本理念 は,世 界を構成 している基本単位を
国家ではな く人間 として把握 した ことであります
「世界四十数億の人間が,た とえ生活習慣,民 族感
情,言 語 の違 いが あって も,共 に住 む人間と して
平等 に生 きることので きる時代を 目指 している」
ことで あります。
第2に 異文化 との共存 という課題 に取 り組む こ
とによ って人類の文化時代 の要請 に応 えることで
あ ります。
第3に 福祉 の時代 に取 り組む ことであ ります。
ミュル ダールのいう福祉国家か ら福祉世界へ と発
展 させ ることで もあります。途上国の人 々との友
好 ・連帯 の輪を広 げなが ら,地 球規模での福祉社
会 の建設 に取 り組む ことです。
第4に 民際外交 は,民 衆 と民衆 との多様 な分野
にわた る深 いかか わ りを必 要 と します。世界 の
人々 との協調 な くして私 たち自身の生活 もあ りま
せん。 「食糧 ・エネルギー ・資源 ・環境 ・軍縮 な
ど」世界的規模の課題 に対 して国家次元,国 連次
元 の解決 だけで はな く民衆 同十 の交流 によ り,そ
の解決をはかっていく必要があります。特 に,NGO
の活動 は,そ れを示 して います。県 の国際交流政
策 は,こ の点を大切に しています。
第5に 民際外交 は,世 界 に広が る各地方 や地域
の多様 なルー トを開発 す ることによ り,「 開かれ
た地方 の創造を 目指す 自治体行政の価値創造 の試
み」 で もあ ります。
すでに神奈川県は,こ うした民際外交の理念の
もとに,世 界 の都市 と友好姉妹都市提携を実践 し
てきました。
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例 え ば,1979年 の ス ウェ ーデ ンの エ ー テ ボ リ ・
ブ フー ス県,オ ー ス トラ リアの ニ ュー ・サ ウ ス ・
ウ ェー ル ズ州,同 年 の米 国 メ リー ラ ン ド州 との友
好提 携1980年,マ レー シア のペ ナ ン州,シ ンガ
ポ ール との友 好 交 流関 係 を構 築 しま した。
② 中国 の遼寧省 と神奈川県 との友好提携の構
築 と新 しい交流のあ り方 について
神奈 川県 が民 際外交 の一環 と して姉妹 友好交
流 ・提携のなかで も特筆 すべ きことは,中 国遼寧
省 との友好提携であ り,こ の友好関係 は画期的性
格 を もつ ものであ りま した。
1979年10月 に実施 された第4回 神奈川青年 の
船 の団長 として長洲知事 が先頭 を切 って,中 国の
天津,北 京,藩 陽 大連 の都市 を訪問 し,友 好交
流 の契機 を作 った ことであ ります。特 に遼寧省 を
まわ り,ス ポーッ交流 などを通 じて連帯 の輪 を広
げたことにあります。 この訪問が きっかけとなっ
て1980年 か ら1982年5月 に は再 び知 事 が訪 問
し,友 好提携を合意 し,1983年5月12日 に神奈
川県 と遼寧省 との間に友好提携協定書が調 印され
ま した。 この調印書 は注 目され た。
「両県省 は,日 中共 同声 明 と日中平和友好条 約
を遵守 しy両 県省の相互理解 と友好 を増進 し,繁
栄 と発展を促進す るため協議 を尽 くし,正 式 に友
好県省 として提携 す ることを合意す る。」と,そ し
て,「 双方 は人の相互訪問及 び経済,貿 易,科 学技
術,文 化,体 育な ど各方面 の交流 を通 じて,両 県
省の友好関係 を強める ことを取 り決 めた」 のであ
ります。
さ らに,次 の不戦 の誓 い を明文 化 した点 を私
は,評 価 したいと思 います。す なわち,「神奈川県
と遼寧省,日 中両国民 は決 してふたたび戦争を行
わず,両 国民 の子 々孫々の友好を増進 し,平 和友
好関係を維持,発 展 させ るよ う共 に努力す ること
を厳粛 に表明す る」 と。
こ う した友好 提 携 協 定 書 の精 神 に基 づ い て
1983年9月 に長洲 知事 は訪 問 し具体化 を進 め ま
した。一方中国政府側か ら工業技術,生 産管理 な
どの協力 の要望を受 けま した。 さ らに,遼 寧省人
民政府 か らは,「 重化学工業 のみな らず軽工業 を
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含めた幅広 い分野での交流 を深め たい。」 との要
望 も出されま した。
このような,中 国側 のニーズは,も ちろん 「4っ
の現代化」(工業,農 業,国 防,科 学技術)に よって
い ると思 います。今,そ れは,世 紀末 まで に工業
農業 の生産力 を1980年 の4倍 にす るとい う中国
政府 の経済政策 の方針 に基づ いて いる と考 えま
す。それはいま現実化 しつつあ ります。
特に,最 近 の中国の生産力の発展 には,め ざま
しいものがあ ります。
(3)技 術指導者派遣事業について
この制度 は,1984年 か ら実施 され,1993年 まで
の派遣人員 と遼寧省側 の派遣対象技術者 は,100
名以上 にのぼ り,か な りの成果をあげています。
初期 には,毎 年5名 程度 が3ヵ 月間 の日程で技
術指導を行 って います。技術指導 は大部分 がハ ー
ド面 の生産技術であるが,経 営計 画 ・生産管理 ・
品質管理技術 といった ソフ ト面の指導 もされて い
ます。
1987年 度 か らの工場 の幹部職員 を教育 す る遼
寧省経済管理幹部学院への指導者派遣 は,技 術指
導 の効果 を発揮 しま した。
例えば,1986年 に藩陽市 自転車工場 に派遣 され
た〈高島信治氏〉 の技術指導による新型女性用 自
転車 「白山小姐eバ イサ ン ・シャオチ ュ」 は注 目
を集め,ヒ ッ ト商品 と して評価 して いました。
だが,3ヵ 月 とい う短期の事業には,い くっか
の問題を残 しました。
第1に,工 場 におけ る抜本的改善 ができない こ
と。
第2に,指 導方針 とニーズとのギ ャップの問題
が あること。
第3に,中 国 における技術者 と労働者 との間が
充分な コ ミュニケーシ ョンがされていないこと。
第4に,相 互理解,相 互信頼,相 互共有が うま
くいっていない ことなどがあ ります。
(4}1988年,県 省交流の第2段 階 について
1988年,神 奈川県 と遼寧省 は,交 流5周 年 を迎
え,知 事 が遼寧省 を訪問 し,李 長春省長 と会談 し,
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整 工 場 研 究 所
技 術 指 導
」
次 のような方針で友好 ・交流 を深あ ることに しま
した。
「交流 か ら協力 へ ・親善 か ら合作 へ」 とい うコ
ンセプ トの下 に,① 遼寧半島の対外開放 に伴 う協
力 と支援,② 職員 の相互駐在,派 遣,③ 技術研修
生 の受 け入 れ枠拡 大,④ 長期 派遣技術 者 の枠拡
大,⑤ 省 ・県 のPR,⑥ 職員訓練 システムの協力
な ど,10項 目にわ た って交流拡 大 を協議 しま し
た。
すでに,こ の方針に基づ いて実行 し,技 術研究
生 の受 け入れ は,こ れまで延100名 以上 に及んで
います。一方1990年2月 には,1984年,中 国 の遼
寧省 ・大連経済開放区の成立,1988年 の遼東半島
の全面 開放 とい う中国 の対外開放政策の具体化 と
対応 し,県 は,1990年2月 に大連市 に神奈川経済
貿易共 同事務所 を設置 しました。
この事務所 の機能 は,県 の民際外交のひとっの
交流の拠点 とい ってよいで しょう。 その機能 は,
①中国における県経済団体及 び利用団体 の活動拠
点,② 利用企業 に対す る事務,通 信 などの提供,
③中国側への情報提供 などであります。 すで に,
この事務所 は,県 と遼寧省 との経済交流,技 術交
流(第6図),文 化交流 な どの拠 点 とな って いま
す。
中国 ・遼 寧省政府 外事弁公 室主任 の階旭東氏
は,『人民中国』(1993年5月 号)で,こ の事務所 は
東 ア ジア経済 の発展 と中国 ・東北経 済圏の特質 について
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「遼寧省 の経済状況 と投資環境の 日本企業への紹
介,双 方の企業のための橋わた しなどに努 めsこ れ
までのところ,山 菜の加工,食 品加工,工 作機械 な
どの合弁 プロジェク トが実現 されている。
このほか,10件 余 りが現在交渉中であ り,年 内
には,か な りの成果が上が る。」 といっています。
つ まり,晴 氏 は,こ の事務所 の設置を高 く評価 し
ています。
神奈川県 は,1993年7月 に遼寧省発展市場経済
視察 団を派遣 し,経 済 ・貿易協力分野で拡大 をは
か って い ます。1993年7月 の双方 の友好提携10
周年記念事業 は,大 きな県省,双 方間 の経済交流
と協 力を固め,各 分野 の拡大 と深化に努あ ること
が,民 際外交 の肉体化で あると考えます。
もち ろん,双 方 の経済 ・技術 研修 の交流 に あ
た って異文化 の問題 労働慣行 の違い,経 営 のあ
り方 の違 い,語 学 の問題,生 活慣習の違 い,モ ラ
ルの違 い,労 使 のあり方の違 いなど数 々の問題点
が あります。長期的 にみて,相 互 のデメ リッ トを,
信頼 関係 の立場 にたって克服 して い く以外にはな
いであろ う。友好 とはなにかをその本質をふまえ
てたえず考えてい くことで あろ う。
92年 に結 んだ県 と遼寧 省 との技術協力協定 は
県が100人 の遼寧省の研修員 を受 け入 れ,横 浜,
川崎の商工会議所 を仲介 と して,45企 業で研修 し
ています。 この研修が長 い眼で実 るもの と考えて
います。試行錯誤 を通 じて両者 の友好 が前進する
ことを期待 しています。 この点県民の下か らの協
力が必要だ と思 います。
7.む す び
1980年 代後半か らNIESの 飛躍的 な台頭 は,世
界 か ら注 目され ま した。そ の高成 長 の秘 密 は何
か,さ らに80年 代末 頃か らASEANの 成長 も注
目され,そ の理 由は何 かをめ ぐって議論 され るよ
うにな りま した。 さ らに加えて華南経済圏が台頭
し,93年 の国際経済学会では,東 アジアの国際的
構図 とは何かが改 あて議論 されま した。 それ は東
北 アジア,中 国東北地域 を含めて環 日本海圏の課
題 まで究明す るよ うにな りま した。
こうした局地市場圏または地域主義(Regional-
ism)を 世界経 済 の中で どのよ うに位置づ け るか
が,い ま問われています。私 自身 も 『転機 にたっ
世界経済』(1991)で,「 世界経済 におけ るグローバ
リズムと リージ ョナ リズム」(同 書第2部 第1章)
とい うテーマで取 り上 げま した。地域主義 は1980
年代 の世界経済 の中で グローバ リズムの本質 は何
か,そ れは国家 と世界市場 との関係で改 めて分析
す ることが大切 な課題 であると指摘 しておきまし
た。だが,地 球環境の危機 の中で,改 めて,地 域
(自治体市民)を 基盤 に した極地市場圏,国 民経済,
市民世界,世 界市場の再構成 が重要であると考 え
るよ うにな りま した。
本研 究 ノー トは,ま え が きで述 べ ま した よ う
に,遼 寧大学の シンポジウムで,そ の骨格部分 を
発表 した ものですが,極 地市場圏 の問題 は,足 元
か ら,っ ま り自治体市民 を軸に地域 に根 をお き,
世界 に開 く経済 システムの再構築が必要 であると
考 えま した。
こうした問題意識で,本 研究 ノー トは成立 して
います。 したが って最後 にと りあげま した神奈川
県 の民際外交 と遼寧省 との友好提携 の意 味 も,こ
うした問題意識か ら展開 したわけであ ります。
本研究 ノー トは,90年 代 のアジアにおける極地
市場圏のあ り方を考 えるための素材 を提供 したに
とどめま した。今後,内 外の研究成果を踏 まえて,
世界経済 における極地市場圏の問題 を改めて取 り
上 げたいと思 っています。
注
(1}そ の他,清 水嘉治論文 「ア ジアNIESの 『成長』構造 の性
格一 世 界経 済 の中で ア ジアNIESを 考 え る一一一」『商 経論
叢』第25巻 第3号(1990,5)。
(2>1993年10月27日 国連 は 「ア ジァ太平洋 の都市 の現状」を
発表 しま した。 これ による と,90年 に10億 人 だ った都市部
の人 口は2020年 に24億 人 に増加す る と予想 し,貧 困層 が住
むス ラムが年 々拡大 し,都 市公 害に よる肺 ガ ン,気 管 支炎 な
どの病 気の増加 も懸念 されて います。都市公害 はバ ンコク,
マニ ラ,ボ ンベイ,カ ル カ ッタな どアジア全域 の大都 市 に見
られる といっています。 これ らの都市で は,二 酸化硫 黄や浮
遊 ゴ ミによ る大気汚 染 の水準 が米 国や カナ ダの10数 倍 以 ヒ
に達 して いるといわれて います。 タイのバ ンコクで は自動車
の排 ガ スに よ る血 液 中 の鉛 の濃 度 が 米 国 の基 準 の4倍 に
な った というのです。 ア ジアの河川 も,工 場,生 活廃水,ゴ
ミ投 棄 に よ る汚 染で生 活 や遊 びの場 と しての機能 を失 いつ
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東 ア ジア経済の発展 と中国 ・東北経済圏 の特質 について
つ あ ります。アジア全 域で1日 約3,500人 の乳幼児 が死亡 し
てお り,死 因 の多 くに水質汚染が関係 してい るといわれてい
ます。 この事実 は,ア ジアの成長第一主 義に対 して の重大 な
警告 を意 味 して います。
(本研究 ノー トをま とめ るに当 って遼寧大学 の金明
善教授,同 大 日本研究所 の馬興国教授,そ れに神奈川
県の渉外部,商 工部 の方 々にお世話 にな りま した。 こ
こにお礼 を申 し上げたいと思 います。)
(1993年11月5日 脱稿)
